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サステナブル金融をめぐる
最近の動向について
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サステナブル金融をめぐる最近の動向

本日の内容

１ 気候変動問題と金融を取り巻く状況

２ 我が国の金融界の動き

３ サステナブルファイナンスの拡大と多様化

(ご参考) 脱炭素化社会に向けた、日本海事協会の取り組み
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１．気候変動問題と金融を取り巻く状況（グローバル)

気候変動×金融を取り巻く機関・フレームワーク

三菱総合研究所 トレンドレビュー

三菱総合研究所

金融庁 「金融機関における気候変動への対応についての基本的な考え方(案）」
2022年4月

気候変動リスクとファイナンスを取り巻く現状
３つの世界的イニシアティブ

リスク管理と成長機会の二面
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2 我が国の金融界の動き

国際社会：国連環境計画・金融イニシアティブ （UNEP-FI）、
国連責任銀行原則（RPB）

監督当局：NGFS（気候変動リスクに係る金融当局ネットワーク）、
バーゼル銀行監督委員会（BCBS）
(NGFS金融庁2018年6月、BOJ2019年11月加盟)

海運での自主的規制、企業連合：ポセイドン原則、海上貨物憲章、
Getting to Zero Coalition、等

左上図出典：

「ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙの実現に向けた全銀協イニシ
アティブ」全国銀行協会、2021年12月
[注7]  全国銀行協会が実施した個別インタビュ

ーやアンケート調査の結果等に基づく、産業界
・銀行界を取り巻く状況
[注9] ダイベストメントは投資撤収。ESGの観点

から、特定の企業や業種に関わる有価証券等
を投資対象から除外する、すでに投資対象とし
て保有している場合には、これを売却する投資
手法。

2021年10月計5回連載

日銀「気候変動対応オペ」
運用2021年12月～
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銀行業界の例



日本銀行による考察の例
（水害が実体経済、金融機関の財務などに及ぼす影響について）

日銀レビュー「気候変動に伴い日本の金融機関が直面する物理的リスク」(2022年3月)より引用

2020年の水害被害額6,600億円

国土交通省「水害統計」2022年3月
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2100年までの長期シミュレーションの結果(2020年を１とした被害額の大きさ
を示し、棒グラフは水害被害額の中央値を表示）



金融界は社会経済の脱炭素化への移行を金融面からサポート

「カーボンニュートラルに向けた全銀協イニシアティブ」
全国銀行協会 （2021年）

[３]IEA（International Energy Agency、国際エネルギー機関）「World Energy Outlook2021」（2021年）
[４]WWFジャパン（世界自然保護基金ジャパン）「脱炭素社会に向けた2050年ゼロシナリオ<費用算定編
」（2021年５月）

5つの重点取組分野
エンゲージメント、 評価軸・基準の整理、 サステナブルファイナンス裾野拡大、 開示充実、 気候変動リスクへの対応

（銀行界の例）
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開示の例（みずほフィナンシャルグループ TCFDレポート2022)

みずほFGの取り組み（沿革）

セクター別の投融資を通じた間接的な排出量の計測結果

2050ネットゼロに向けたロードマップ
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概要 備考(基準となる原則、ガイドラインの例)

グリーンボンド／ローン 地球温暖化などの環境的課題に取り組むプロジェクト（グ
リーンプロジェクト）に必要な資金を調達するために発行さ
れる債券/ローン。

国際資本市場協会（ICMA）「グリーンボンド原
則、（GBP）」、LMA「グリーンローン原則
（GLP）」
環境省「グリーンボンド（ローン）及びサステナ
ビリティ・リンク・ボンド（ローン）ガイドライン 」

ソーシャルボンド／ローン 教育・貧困などの社会的課題に取り組むプロジェクト（ソー
シャルプロジェクト）に必要な資金を調達するために発行さ
れる債券/ローン。

ICMA「ソーシャルボンド原則、（SBP）」
LMA「Social Loan Principles(SLP)」

サステナビリティボンド／ロー
ン

調達資金全てがグリーンプロジェクトやソーシャルプロジェ
クトの初期投資又はリファイナンスのみに充当され、かつ、
「グリーンボンド原則」と「ソーシャルボンド原則」いずれか
一方又は両方の 4 つの核となる要素に適合する債券/
ローン。

ICMA「サステナビリティボンドガイドライン
(SBG)」

サステナビリティ・リンク・
ボンド／ローン

発行体は、事前に設定した時間軸の中で、自社のサステ
ナビリティ目標達成に向けて将来改善することを、明示的
に（債券等の開示資料等においても）表明。将来の発行体
のサステナビリティ目標の達成状況に連動する債務。目
標は、 (i) 事前に選定したKPIを通じて測定され、(ii)事前
に設定したSPTsに照らして評価される。

ICMA「サステナビリティ・リンク・ボンド原則
（SLBP）」
LMA・APLMA・LSTA「サステナビリティ・リン
ク・ローン原則（SLLP）」

環境省「グリーンボンド（ローン）及びサステナ
ビリティ・リンク・ボンド（ローン）ガイドライン 」

トランジションボンド／ローン 一般的に、二酸化炭素排出量等の観点からグリーンボン
ドの発行基準を満たさないものの、発行体が自社のビジ
ネスを、低炭素経済社会等に転換するためのプロジェクト
を資金使途とする債券をさす。全産業での脱炭素化を推
進するためには、現段階において脱炭素化が困難なセク
ターにおける低炭素化・脱炭素化への取り組みへの資金
供給が重要であるという観点から注目されている。４つの
重要な推奨開示要素（戦略とガバナンス、マテリアリティ、
等）。

2019年～

フランスの大手運用機関アクサ・インベストメン
ト・マネージャーズ（アクサIM）が2019年6月に
ガイドラインを公表
2020年12月ICMA「クライメート・トランジショ
ン・ファイナンス・ハンドブック」
2021年金融庁・経済産業省・環境省「クライ
メート・トランジション・ファイナンスに関する基
本指針」

３ サステナブルファイナンスの拡大と手法の多様化
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グリーンボンド、グリーンローン 組成が大きく増加

グリーンボンド資金使途（国内）

グリーンボンド（国内）
グリーンローン（国内）

グリーンファイナンスポータル

2022年のデータは2022年7月4日時点
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サステナビリティ・リンク・ボンド/ローン

サステナビリティ・リンク・ローン借手セクター別（国内、億
円）

サステナビリティ・リンク・ボンド
（国内）

サステナビリティ・リンク・ローン組成額
（国内）

サステナビリティボンド

（国内）

グリーンファイナンスポータル

2022年のデータは2022年7月4日時点
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Brown Economy:主
に化石燃料を主エネ
ルギー源とする社会

脱炭素社会:主に非化石燃

料、再生可能エネルギーを
主エネルギー源とする社会

・脱炭素社会への移行：段階的な事業ポートフォリオの入替とそれを支える
技術導入、資金導入が必要。

・事業会社：アクションプラン作成、開示、実行
(プランの妥当性、経営への組み込み、データ等による客観性)

・金融機関：企業とのエンゲージメント、投融資、モニタリング

トランジションファイナンスの導入 ①概念

経済産業省、金融庁、環境省の資料に一部加筆



トランジションファイナンスの導入 ②位置づけ

「戦略とガバナンス」

経済産業省、金融庁、環境省
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「透明性」

「マテリアリティ」

「科学的根拠」

トランジションの4要素
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モデル事例 2021年度 12件 約3,000億円
海運オペ3社(NYK, MOL, KL)、JFE、JAL、 住友化学、東京ガス、JERA、IHI
大阪ガス、 三菱重工、出光興産
(ご参考)
NYK第43回債100億円(5年)の調達に対し、投資家の需要 948億円（9倍の応募）
NYK第44回債100億円(7年)の調達に対し、投資家の需要1,151億円（11倍の応募）

ロードマップの策定
(国内排出量の7割をカバー）

トランジションファイナンスの導入 ③ロードマップ策定と資金調達

経済産業省、金融庁、環境省

経済産業省、他



2021年度のトランジションファイナンスモデル事例①
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経済産業省
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2021年度のトランジションファイナンスモデル事例②

経済産業省



海外のトランジションファイナンス事例
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経済産業省



サステナビリティ・リンク債への懸念の声

• サステナビリティ・リンク債は、グローバルベ
ースで1割を占め、急成長。

• 資金使途にかかる制約が緩やかで、様々な
業種の発行体が利用。

• 目標設定の妥当性への疑問。

• 目標の高さ、指標の妥当性の検証が簡単
ではない。

• 「ウオッシュが増え、論争が起こり、規制当
局が介入するリスク」 「商品設計の柔軟性
も維持し、信頼性をどう確保するか。」

資金使途にかかる制約が比較的緩やかで、目標設定が自由。実態が伴うのか？

「使途不問のESG債拡大 基準あいまい、信頼性に疑問も」 日本経済新聞（2022.7．21）
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Investors scrutinise green claims in $80bn sustainability bond market
‘Tremendous promise’ tempered by small penalties for failure to hit ESG targets （FT 2021年11月16日）



おわりに サステナブルファイナンスの今後

＜機会＞

• 技術革新促進(先端的ソリューシ
ョンの提供)

• 様々なセクターにおける巨額、多
様な投資ニーズ

• 政策支援(GXリーグ 、等)

• 金融手法の総動員(エクィティファ

ンド、ハイブリッドファイナンス、
ボンド、ローン)

• カーボンクレジット

＜課題＞

• 借手と貸手の間のコミュニケーショ
ンツールの確立

• 投資家の納得感、モニタリング

• 技術のナビゲーターが必要

• 座礁資産リスクの回避

• スムーズな移行を促す仕組み

• 「BBB」ゾーン未満の大企業への資
金導入

• 中堅中小企業の取組支援

• 取引コストの縮小
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拡大と多様化が続く一方で、信頼性・客観性の確保への目配りも必要



（ご参考）脱炭素化社会に向けた、日本海事協会の取り組み

海運業界の脱炭素化に向けた取り組みへのサポート
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（ご参考）船舶からのGHG排出を効率的に管理できるツール
ZETAの提供開始

ClassNK MRVポータルと連動したデータ利用、データ所有者の利用許諾に基づいて運用
されます。（2022年リリース）

用船者

金融機関

荷主

船主

個船やフリート全体のCO2排出量のモニタリング機能を搭載した、総合的なデータ管理プラットフ
ォーム。CII格付けのモニタリング機能や、減速運航などを実施した場合にCO2排出量やCII格付
けがどのように変化するかシミュレーションできる機能を搭載しています。
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企業、金融機関、自治体さまにおける気候変動へのお取り組みをサポート
（ファイナンス組成支援、情報開示支援）

再生可能エネルギー：ウインドファーム認証、浮体
式洋上風力発電設備 船級検査、など

シップヤード認証（シップリサイクル条約に基づき適切
に解体処理できる施設か否かの審査）

（ご参考）オンサイト、オフサイトをつなぐ取り組み
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一般財団法人日本海事協会 調査開発センター
本多史裕

(Tel) 03-5226-2054、(Mobile) 080-7309-1573

(e‐mail) : f‐honda@classnk.or.jp

ご清聴ありがとうございました
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